別記第１号様式
番　　　　　　号
　　　年　月　日
　新潟県知事　　　　　　　　　　様






申請者住所






申請者氏名（名称及び代表者の氏名）
　　　年度　伝統工芸品産業等持続・強化支援事業補助金交付申請書
　標記の補助金に係る事業を下記のとおり行いたいので、伝統工芸品産業等持続・強化支援事業補助金交付要綱第４条の規定により補助金の交付を申請します。
記
１　補助対象経費及び補助金交付申請額
（１）補助対象経費　　　　　　　　　　　　円
（２）補助金交付申請額　　　　　　　　　　円
　　（補助金所要額－消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額＝補助金交付申請額）
２　補助事業の内容及び補助対象経費の区分
　　別紙１　伝統工芸品産業等持続・強化支援事業実施計画書のとおり
３　補助事業完了予定年月日　　　　　　　年　　月　　日
４　その他

　　要綱第２条には該当いたしません。

要綱第３条第１号には抵触いたしません。

［注意事項］

・暴力団、暴力団員及びこれらの者と社会的に非難されるべき関係を有する場合は申請できません。

（要綱第２条）
・本補助金とは別に、国又は新潟県（公益財団法人にいがた産業創造機構を含む）から補助金等が支出されている事業は、本補助金の対象とはなりません。（要綱第３条第１号）

別紙１

　　　年度　伝統工芸品産業等持続・強化支援事業実施計画書

１　事業計画
	申　　請　　者

代表者役職・氏名

（担当者連絡先）
	申請者：○○○○○○○○

代表者：
所在地：○○市○○○

担当者氏名：○○課　○　○　○　○　

TEL:025-000-0000、FAX:025-000-0000
Eメール:

	事　業　名
	「　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」
※本事業の対象とする製品の名称：(例) 新潟○○仏壇（伝統的工芸品）

	事業の背景
及び
事業の目的
	[原材料価格の高騰・内需低迷等の影響など事業実施の必要性を具体的に記入]
●背景
●目的


	事業の概要
	[事業の具体的な取組（いつ、どこで、なにを、どのように事業を行うのか）、目的を達成するための工夫、スキーム図等を記入]


	
	※人材育成、技術・技能継承等にかかる事業がある場合には、この欄に記入


	事業実施期間
	　　　　　　　年　　月　　日　～　　　　　　年　　月　　日


	事業実施により
期待される効果
	[事業実施により期待される改善の効果、産地維持の見込み等の目標とその戦略を記入]
●期待される効果
・
・
●産地への波及効果

・
・


	過去３年間の補助事業の利用実績
	[過去３年間に、同様の事業において新潟県知事から補助金の交付決定を受けた場合は、採択事業ごとに記入]
年度
事業名
概要
※年度は、令和７年度であれば「R7」と記入
●過去の採択事業での反省点及び過去の採択事業との違いについて
・
・
・


	効果測定のために
設定する目標値

※実施事業の内容及び期待される効果に応じた定量的・定性的指標を適宜設定してください。
	目　 標　 値

現　状

事業完了時

１年後目標

２年後目標

(例)

産地出荷額

本事業に係る売上額

契約件数

職人数
その他（　　　）



	国又は新潟県（公益財団法人にいがた産業創造機構含む）への補助金申請状況

(要綱第３条第１号関係)
	　本事業計画提出時に、同一内容の事業について、国又は新潟県（公益財団法人にいがた産業創造機構含む。）に対し補助金申請している場合は、補助金名等を記入すること。

　①国

　②新潟県（公益財団法人にいがた産業創造機構含む。）

補助金名

補助事業の概要

備考

①

②

該当がない場合は、各欄に斜線を記入すること。

備考欄には、採択予定年月と、補助金申請の優先順位を記入すること。


※必要に応じ、別紙で説明すること。
（注）１　様式に記載しきれない場合は、適宜用紙を追加して差し支えない。
２　必要に応じて参考となる書類を別紙で添付すること。
２　事業費

（１）補助金申請額等








　（単位：円）

	総事業費(Ａ)
	補助対象経費(Ｂ)
＝(Ｂ')＋(Ｂ")
	補助金申請額(Ｃ)
＝(Ｃ')＋(Ｃ")
	事業者負担等(Ｄ)
＝(Ａ－Ｃ)

	
	
	
	


（２）補助対象経費の明細







　（単位：円）
	経費区分
	補助対象経費額(Ｂ')
	積算明細
	補助金交付申請額(Ｃ')

＝(Ｂ')×1/2以内
	備　　考

	
	
	
	
	

	合　　計
	
	
	
	


※別途、積算内訳や見積書等を添付すること。
(注) 人材育成、技術・技能継承にかかる費用は下表に記入すること。

　（単位：円）
	経費区分
	補助対象経費額(Ｂ")
	積算明細
	補助金交付申請額(Ｃ")

＝(Ｂ")×1/2以内
	備　　考

	
	
	
	
	

	合　　計
	
	
	
	


※別途、積算内訳や見積書等を添付すること。
３　参加事業者及び実施体制

	No
	事業者名
	本社所在地

(市町村)
	業種
	従業員数
(人)
	小規模
企業者

	１
	
	
	
	
	

	２
	
	
	
	
	

	３
	
	
	
	
	

	４
	
	
	
	
	

	５
	
	
	
	
	

	６
	
	
	
	
	

	７
	
	
	
	
	

	８
	
	
	
	
	

	９
	
	
	
	
	

	10
	
	
	
	
	


※小規模企業者（おおむね常時使用する従業員の数が二十人以下）に該当する場合は、○印を記入
すること。
	事業実施体制
	（別紙可）

[例]　
　　　　事務局
○○組合　　　　　　　Ａ　社　　

　　　　　　　　　 　　　　　Ｂ　社　
　　　　 　　　　　　　　Ｃ　社　
　　　　 　　　　　　　　　　Ｄ　社　
　　　　商工会議所等
　　　　（協力）



別記第２号様式
番号
　　　年　月　日
　新潟県知事　　　　　　　　　　様






申請者住所






申請者氏名（名称及び代表者の氏名）
年度　伝統工芸品産業等持続・強化支援事業補助金事前着手届
　　年　月　日付けで申請しました標記の補助事業について、交付決定前に着手したいので、伝統工芸品産業等持続・強化支援事業補助金交付要綱第７条の規定により、下記のとおり届け出ます。
　なお、本件について交付決定がなされなかった場合又は交付決定を受けた補助金額が交付申請額に達しない場合においても異議は申し立てません。
記
１　事前着手の理由
２　着手予定年月日
３　連絡先
	所属名称
	
	担当者　職・氏名
	

	電話番号
	
	ＦＡＸ番号
	

	メールアドレス
	


　　※別紙１ １事業計画に記載の連絡先と異なる場合に記載してください。
別記第３号様式
番　　　　　　号
　　　年　月　日
　新潟県知事　　　　　　　　　　様






申請者住所






申請者氏名（名称及び代表者の氏名）
　　　年度　伝統工芸品産業等持続・強化支援事業補助金変更交付申請書
　　　　年　月　日付け 第　　　号 にて交付決定を受けた標記補助金について下記のとおり変更交付を受けたいので、伝統工芸品産業等持続・強化支援事業補助金交付要綱第４条の規定により申請します。
記
１　変更の理由
２　変更の内容
３　補助対象経費及び補助金交付申請額
　　　　　　　　　　　　　　　（変更前）　　　（変更申請額）　
　（１）補助対象経費　　　　　　　　　　円　　　　　　　　　円
　（２）交付決定通知額　　　　　　　　　円　　　　　　　　　円
　　　　（補助金所要額－消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額＝補助金交付申請額）
　

（注）別記第１号様式　別紙１　２事業費の表を修正して添付すること。
別記第４号様式
番　　　　　　号
　　　年　月　日
　新潟県知事　　　　　　　　　　様






申請者住所






申請者氏名（名称及び代表者の氏名）

　　　年度　伝統工芸品産業等持続・強化支援事業補助金　　　　の変更承認申請書
　　　　年　月　日付け 第　　　号 にて補助金の交付決定通知のあった標記事業を下記のとおり変更したいので、伝統工芸品産業等持続・強化支援事業補助金交付要綱第８条の規定により申請します。
記
１　変更の理由
２　変更の内容
３　経費の区分
（注）別記第１号様式　別紙１　２事業費の表を修正して添付すること。
別記第５号様式
番　　　　　　号
　　　年　月　日
　新潟県知事　　　　　　　　　　様






申請者住所






申請者氏名（名称及び代表者の氏名）
　　　年度　伝統工芸品産業等持続・強化支援事業補助金
事業中止（廃止）承認申請書
　　　　年　月　日付け 第　　　号 にて補助金の交付決定通知のあった標記事業を下記のとおり中止（廃止）したいので、伝統工芸品産業等持続・強化支援事業補助金交付要綱第９条の規定により申請します。
記
１　中止（廃止）する事業名
２　中止（廃止）の理由
３　中止の期間（廃止の時期）
別記第６号様式
番　　　　　　号
　　　年　月　日
　新潟県知事　　　　　　　　　　様






申請者住所






申請者氏名（名称及び代表者の氏名）
　　　年度　伝統工芸品産業等持続・強化支援事業補助金に係る
補助事業遅延等報告書
　　　　年　月　日付け 第　　　号 で交付決定を受けた標記補助金に係る補助事業について、下記のとおり事故があったので、伝統工芸品産業等持続・強化支援事業補助金交付要綱第10条の規定により報告します。
記
１　補助事業名
２　補助事業の進捗状況
３　補助事業に要した経費
４　事故の内容及び原因
５　事故に対する措置
６　補助事業の遂行及び完了の予定
（注）事故の理由を立証する書類を添付すること。
別記第７号様式

番　　　　　　号
　　　年　月　日
　新潟県知事　　　　　　　　　　様






申請者住所






申請者氏名（名称及び代表者の氏名）
　　　年度　伝統工芸品産業等持続・強化支援事業補助金に係る
補助事業遂行状況報告書
　　　　年　月　日付け 第　　　号 で交付決定を受けた標記補助金に係る補助事業の遂行状況について、伝統工芸品産業等持続・強化支援事業補助金交付要綱第12条の規定により下記のとおり報告します。
記
１　補助事業名
２　補助金交付決定通知額　　　　　　　　　円
３　遂行状況
　(1) 事業内容　

　(2) 開始期間　　　　　年　　月　　日　～　　　　年　　月　　日

　(3) 補助事業経費の見込み　　　　　　　　　　円

　(4) 補助金額の見込み　　　　　　　　　　　　円

　(5) 事業効果の見込み
	事業効果
	申請時
	目標値
	年度末見込

	(例)
	
	
	

	産地出荷額
	
	
	

	本事業に係る売上額
	
	
	

	契約件数
	
	
	

	職人数
	
	
	

	その他（　　）
	
	
	

	※上記、定量・定性的な分析のほか個々の参加企業における特筆すべき事項等を記載



（注）１　事業効果には、申請書に添付の事業計画書で設定した目標を記載のこと。
２　必要に応じて行を追加してください。
３　年度末見込、次年度末見込等は、その根拠を提出すること。
４　その他、具体的な遂行状況の説明が必要な場合は、任意様式により提出すること。
４　補助事業に伴う事業費執行の見込み

（１）補助金交付決定通知時







　（単位：円）

	総事業費(Ａ)
	補助対象経費(Ｂ)
＝(Ｂ')＋(Ｂ")
	補助金申請額(Ｃ)
	事業者負担等(Ｄ)
＝(Ａ－Ｃ)

	
	
	
	


（２）補助対象経費の見込み







　（単位：円）

	経費区分
	交付決定通知時
補助対象経費額(Ｂ')
	実績報告時見込み
補助対象経費額(Ｅ')
	備　　考

	
	
	
	

	小合　　計
	
	
	


(注) 人材育成、技術・技能継承にかかる費用は下表に記入すること。

　（単位：円）
	経費区分
	交付決定通知時
補助対象経費額(Ｂ")
	実績報告時見込み
補助対象経費額(Ｅ")
	備　　考

	
	
	
	

	小　　計
	
	
	













　（単位：円）
	
	交付決定通知時
補助対象経費額(Ｂ)
	実績報告時見込み
補助対象経費額(Ｅ)
	備　　考

	合　　計
	
	
	


別記第８号様式
番　　　　　　号
　　　年　月　日
　新潟県知事　　　　　　　　　　様






申請者住所






申請者氏名（名称及び代表者の氏名）
　　　年度　伝統工芸品産業等持続・強化支援事業補助金実績報告書
　　　　年　月　日付け 第　　　号 で交付決定を受けた標記補助金に係る補助事業が完了したので、伝統工芸品産業等持続・強化支援事業補助金交付要綱第13条の規定により下記のとおりその実績を報告します。
記
　１　補助金額　　金                      円
　　（補助金所要額－消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額＝補助金額）
　２　事業実績
　　　別紙２ 伝統工芸品産業等持続・強化支援事業実績報告書のとおり
　３　補助事業完了年月日　　　　　　年　　月　　日
４　振込先

	金融機関名
	
	口座種別

　　１　当座

　　２　普通

	支店名
	
	

	口座番号
	
	

	フリガナ
	

	口座名義人
	


別紙２
　　　年度 伝統工芸品産業等持続・強化支援事業実績報告書

１　事業実績
	申　　請　　者

代表者役職・氏名

（担当者連絡先）
	申請者：○○○○○○○○

代表者：
所在地：○○市○○○

担当者氏名：○○課　○　○　○　○　

TEL:025-000-0000、FAX:025-000-0000
Eメール:

	事　　業　　名
	「　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」
※本事業の対象とする製品の名称：(例) 新潟○○仏壇（伝統的工芸品）

	事業の概要
	[当年度の事業概要、事業実施状況がわかる写真等を添付]


	
	※人材育成、技術・技能継承等にかかる事業がある場合には、この欄に記入


	事業実施期間
	年　　月　　日　～　　　　年　　月　　日

	成果及び目標
に対する実績

※成果及び目標は、交付申請書に添付した別紙１事業計画書に記載の目標と同じものとし、その他特筆すべき定性的な効果があれば、適宜記載してください。
	[事業実績の概要、報告書等があれば添付]
○成果
※産地への波及効果、など
○実績
計画書目標

事業実績

達成率

（例）

産地出荷額

本事業に係る売上額

契約件数

職人数

その他（　　　　）

○その他特筆すべき効果


	実施結果の分析

及び課題
	[上記の目標と実績に関して、事業概要からの分析結果及び課題等を記入]
○分析
○課題



	今後の取組計画
	[実施結果の分析、課題等を踏まえて記入すること]



（注）　１　様式に記載しきれない場合は、適宜用紙を追加して差し支えないこと。
　　　　２　必要に応じて参考となる書類（契約書、請求書、支出伝票、写真、パンフレット等の印刷物、アドバイザー活動状況等
を別紙で添付すること。
２　事業費

（１）補助金申請額等








　（単位：円）

	総事業費(Ａ)
	補助対象経費(Ｂ)
＝(Ｂ')＋(Ｂ")
	控除額(Ｃ)
	補助金申請額(Ｄ)
＝(Ｄ')＋(Ｄ")
	事業者負担等(Ｅ)
＝(Ａ－Ｄ)

	
	
	
	
	


（２）補助対象経費の明細







　（単位：円）
	経費区分
	補助対象経費額(Ｂ')
	積算明細
	補助金交付申請額(Ｃ')

＝(Ｄ')×1/2以内
	備　　考

	
	
	
	
	

	合　　計
	
	
	
	


※別途、積算内訳や見積書等を添付すること。
(注) 人材育成、技術・技能継承にかかる費用は下表に記入すること。

　（単位：円）
	経費区分
	補助対象経費額(Ｂ")
	積算明細
	補助金交付申請額(Ｄ")

＝(Ｂ")×1/2以内
	備　　考

	
	
	
	
	

	合　　計
	
	
	
	


※別途、積算内訳や見積書等を添付すること。
３　参加事業者ごとの実績
	No
	事業者名
	本事業に係る売上額
	契約件数
	職人数
	その他

	１
	
	
	
	
	

	２
	
	
	
	
	

	３
	
	
	
	
	

	４
	
	
	
	
	

	５
	
	
	
	
	

	６
	
	
	
	
	

	７
	
	
	
	
	

	８
	
	
	
	
	

	９
	
	
	
	
	

	10
	
	
	
	
	


　注　項目は、実績報告として適切な項目名としても差し支えない。
別記第９号様式
番　　　　　　号
　　　年　月　日
　新潟県知事　　　　　　　　　　様






申請者住所






申請者氏名（名称及び代表者の氏名）
　　　年度　伝統工芸品産業等持続・強化支援事業補助金概算払請求書
　　　　年　月　日付け 第　　　号 で交付決定を受けた標記補助金について、伝統工芸品産業等持続・強化支援事業補助金交付要綱第14条の規定により、下記のとおり概算払を請求します。
記
　　補助金概算払請求額

　　金　　　　　　　　　　円
　　
内訳
補助金交付決定額
　　金　　　　　　　　　　円


今回概算払請求額
　　金　　　　　　　　　　円


残　　　　　　額
　　金　　　　　　　　　　円
　　振込先

	金融機関名
	
	口座種別

　　１　当座

　　２　普通

	支店名
	
	

	口座番号
	
	

	フリガナ
	

	口座名義人
	


　  （注）今回請求額の算定根拠を示した事業毎の明細書を添付すること。
別記第10号様式

番　　　　　　号
　　　年　月　日
　新潟県知事　　　　　　　　　　様






申請者住所






申請者氏名（名称及び代表者の氏名）
　　　年度　伝統工芸品産業等持続・強化支援事業補助金に係る
消費税額及び地方消費税額の確定に伴う報告書
　伝統工芸品産業等持続・強化支援事業補助金交付要綱第15条の規定に基づき、下記のとおり報告します。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　記
１　補助金額（知事が補助金の額の確定通知書により通知した額）

　　　　　　　　　　　　　　　　　円
２　補助金の確定時における消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額

　　　　　　　　　　　　　　　　　円
３　消費税額及び地方消費税額の確定に伴う補助金に係る
　　消費税及び地方消費税額に係る仕入控除税額

　　　　　　　　　　　　　　　　　円
４　補助金返還相当額（３－２）

　　　　　　　　　　　　　　　　　円
　（注）１　別紙として積算の内訳を添付すること。
　　　　２　課税事業者の場合であっても、単純に補助金の10％相当額が消費税及び地方消費税に係る仕入控除による減額等の対象額ではない。
別記第11号様式
番　　　　　　号
　　　年　月　日
　新潟県知事　　　　　　　　　　様






申請者住所






申請者氏名（名称及び代表者の氏名）
　　　年度　伝統工芸品産業等持続・強化支援事業補助金に係る
補助事業財産処分承認申請書
　　　　年　月　日付け 第　　　号 で交付決定を受けた標記補助金に係る補助事業により取得した財産を下記のとおり処分したいので、伝統工芸品産業等持続・強化支援事業補助金交付要綱第16条の規定により承認を申請します。
　　　　　　　　　　　　　　　　　記
１　取得財産の品目及び取得年月日
２　取得価格及び時価
３　処分の方法
４　処分の理由
別記第12号様式
番　　　　　　号
　　　年　月　日
　新潟県知事　　　　　　　　　　様






申請者住所






申請者氏名（名称及び代表者の氏名）
　　　年度 伝統工芸品産業等持続・強化支援事業補助金に係る
事業目標達成状況報告書
　年　月　日付け 第　　　号 で交付決定を受けた標記補助金に係る　　　年　月末の状況について、伝統工芸品産業等持続・強化支援事業補助金交付要綱第17条の規定により下記のとおり報告します。
記

　事業名：
　

補助金確定額：　　　　　　　　　　　　円　（　　　年度補助事業）
　　　年度　目標達成状況

	
	交付申請時
実績
	事業完了年度末

実績
	現状（　月　日）

実績
	次年度目標値

	(例)
	
	
	
	

	産地出荷額
	
	
	
	

	売上額
	
	
	
	

	契約件数
	
	
	
	

	職人数
	
	
	
	

	●事業活動の継続状況
●事業者数、職人数等への反映状況
●今後の予定




内　　容


経費区分
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